
 

様式５                          

23 県推第 257号 

平成 23年 12月 22日 

 

愛媛県新しい公共支援事業運営委員会長 様 

 

愛媛県知事 中 村 時 広     

 

新しい公共支援事業実績報告の提出について 

 

 新しい公共支援事業実績報告書（平成２３年度上半期）を提出する。 

 

 

１．新しい公共支援事業に関する都道府県の実績報告 

様式５－１を参照。 

 

２．都道府県が実施した支援事業に関する結果報告等（ただし、委託した業務は除く。） 

様式５－２を参照。 

 

３．提出された実施要領第４の８の報告書 

様式４－１、様式４－２、様式４－３、様式４－４、様式４－５を参照。 

 

４．更新された事業計画書 

様式２を参照。 

 

５．運営委員会の決定に関する実施要領第５の４(9)に基づく報告 

運営委員会の

決定等の内容 

実施要領第５の４（９）に基づく報告（運営委員会の決定等に反する判断がなさ

れた場合）に該当する事項なし 

都道府県の判

断 

 

 

判断の理由  

 

６．広域的な取り組み（ガイドライン6-6-5）及び内部組織間の連携（同6-6-6）の状況 

 

７．添付書類 

その他参考となる書類 

１ 広域的な取り組み 

  四国４県及び中間支援組織による「新しい公共支援事業に関するＮＰＯ支援センター連絡会」

に参加し、意見・情報交換による各県の実施状況等について情報共有を行なった。（6月 10日開

催） 

２ 内部組織間の連携 

  県民活動推進課が窓口となり、関係部局との連携及び情報の一元化を図っている。 



 

 

様式５－１ 

新しい公共支援事業に関する都道府県の実績報告（平成23年度上半期） 

 

１．実施状況 

１ 「ＮＰＯ等の活動基盤のための支援事業、寄附募集支援事業、融資利用の円滑化のための支援事業」

及び「共通事務に関する事業」の一部について 

「ＮＰＯ等の活動基盤のための支援事業、寄附募集支援事業、融資利用の円滑化のための支援事業」

の（１）融資利用円滑化支援事業、（２）中間支援組織活動基盤強化促進事業、（３）ＮＰＯ等活動基

盤強化ステップアップ事業、（４）寄附環境整備支援事業及び「共通事務に関する事業」の（５）地域

貢献活動参加促進事業、（６）地域協働ネットワークづくり応援事業、（７）協働推進フォーラム開催

事業、（８）情報公開促進事業の取組みについては、一括してプロポーザル方式により委託することと

して、５月～６月にかけて募集した結果、応募が２件あった。７月に開催した運営員会第１回選定部

会において委託先が選定され、具体的企画案の協議を経て、８月に委託契約を締結した。【※（ ）内

の番号は様式４関係の整理番号】 

具体的取り組みとしては、下記のとおり。 

事  業  名 内        容 

融資利用円滑化支援事業 9月 28日に事例調査を実施 

中間支援活動基盤強化促進事業 
9月 30日に第１回の中間支援活動研究会を開催（5回開催

予定）、参加者10名 

ＮＰＯ等基盤強化ステップアップ事業 9月13日に専門家派遣を実施（四国中央市社会福祉協議会）

地域協働ネットワークづくり応援事業 
8月 13日に「地域応援セミナーとうよ」準備会議（参加者

6名）の開催及びアドバイザー派遣を実施 

 ※ 委託事業の実施に当たっての総合調整、進行管理、検証、全国情報収集等を行なうための協議体

（CCコンソーシアム）を組織している。 

  また、中間支援組織化応援事業では、６月に「協働による地域社会づくりセミナー」を３回（東予

36名、中予 34名、南予 33名）開催するとともに、南予地域をはじめ県内のＮＰＯ等を訪問すること

により、県内の実態把握に努めた。 

 

２ 新しい公共の場づくりのためのモデル事業 

  地域課題解決活動創出支援事業（ＮＰＯ等支援重点化枠）のうち、県モデル事業については、プロ

ポーザル方式により委託することとして、５月～６月にかけて募集した結果、応募が３件あった。７

月に開催した運営委員会の事業の選定部会において委託先が選定され、具体的企画案の協議を経て、

８月に委託契約を締結した。 

  市町モデル事業については、地域課題解決に向けたモデル的な事業について、５月～６月にかけて

募集した結果、応募が19件あった。７月に開催した運営員会第２回選定部会において14件が採択さ

れた。（うち１件はＮＰＯ等支援重点化枠） 

  また、市町モデル事業の２次募集を９月から開始し、説明会等を開催した。 

 

３ 共通事務に関する事業（運営委員会）について 

（１）運営委員会の運営 

  ①名 称  愛媛県新しい公共支援事業運営委員会 

  ②設 置  平成 23年４月 14日 

  ③委員数  10 名 

  ④構 成  学識経験者、中間支援組織、ＮＰＯ等２名、企業経済団体、会計専門家、金融関係者、

一般市民、市町、県 

  ⑤開催状況 第１回：平成23年４月 27日（基本方針、事業計画等の検討） 

都道府県名：愛媛県 



 

        選定部会（第１回）：平成23年７月 15日（基盤整備事業等の選定） 

        選定部会（第２回）：平成23年 7月 28日（モデル事業の選定） 

（２）連絡調整会議への参加 

   平成 23年６月９日 （２名） 

（３）嘱託職員の採用 

５月から協働コーディネーターとして嘱託職員を１名採用した。 

 

２．成果目標の達成状況 

１ 県のＨＰでのＮＰＯ法人の情報開示率 

  最終目標 100％  上半期実績 93％ 

２ 支援対象となるＮＰＯ等の情報開示率 

  最終目標 100％  上半期実績 －（作業中） 

３ 中間支援組織化応援事業など本事業への参加人数 

  最終目標 1800 人  上半期実績 119 人（達成率 6.6％） 

４ ＮＰＯ法人会計基準を導入したＮＰＯ法人割合 

  最終目標 10％  上半期実績 －％（作業中） 

５ あったか愛媛ＮＰＯ応援基金への寄付者（団体）数（延べ） 

  最終目標 80  上半期実績 16 （達成率 20％） 

６ つなぎ融資への利子補給事業により支援を受けた支援対象者による評価平均点数 

  最終目標 ４点  上半期実績 ０％（事業実績なし） 

７ 南予地域における中間支援組織の設立数 

  最終目標 １団体以上  上半期実績 ０ 

８ 地域課題解決活動創出支援事業でのＮＰＯ等の新たな起業数（新たな事業展開数） 

  最終目標 ５団体  上半期実績 ０ 

９ 地域課題解決活動創出支援事業に主体的に参加した団体数 

  最終目標 事業採択件数×５以上 上半期実績 ０（事業実績なし） 

 

３．全体評価 

平成 23年度上半期は、各事業の公募、選定等が主な取り組みとなったが、23年度下半期以降の取り

組みを強化させ、ＮＰＯ等の活動基盤強化等に結び付けていくよう事業を展開していく。 

また、地域課題解決活動創出支援事業の市町モデル事業については、１次募集において11市町で 19

事業の提案があり、14事業を採択したところであり、新しい公共支援事業への関心が示されており、今

後、各地域で取り組みが本格化することから、市町と連携して、地域自らが創意工夫しながら多様な主

体が協働する仕組みづくりに努めてまいりたい。 

 なお、成果目標の達成状況については、事業採択が８月以降であることから個々みると評価できる段

階にないものもあるが、引き続き委託事業者や中間支援組織、関係団体等と連携し、事業効果が最大限

に発揮されるよう各取り組みを適切に進めることで、県内の「新しい公共」の拡大と定着を図っていく。

評価ランク □Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた □Ｂ：一定の成果が得られた 

☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた □Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に� を付けてください。） 

 



 

４．個別実績報告の総括表 

① 新しい公共支援事業（③を除く） 

 

業務名 ※1 

 

委託した場合は受託した団体等名 

種

別

※2

自己

評価

融資利用円滑化支援事業 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 融 Ｃ 

中間支援組織活動基盤強化促進事業 〃 基 Ｃ 

ＮＰＯ等活動基盤強化ステップアップ事業 〃 基 Ｃ 

中間支援組織化応援事業  基 Ｂ 

寄附環境整備支援事業 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 附 Ｃ 

ＮＰＯ等つなぎ融資利子補給事業  利 － 

地域貢献活動参加促進事業 〃 他 Ｃ 

地域協働ネットワークづくり応援事業 〃 他 Ｃ 

協働推進フォーラム開催事業 〃 他 Ｃ 

情報公開促進事業 〃 他 Ｃ 

※１ プロポーザル方式の発注を行ったものには“[提案方式導入]”、派遣専門家等の実績・評価を公表しているものには“[派遣評価公表]”、

支援対象者の数や満足度が委託費の支払いに反映できる仕組みを導入しているものには“[満足度反映]”と記載してください。 

※２ 「種別」欄には、活動基盤整備支援に関連するものは「基」、寄附募集支援に関連するものは「附」、融資円滑化支援に関連するものは

「資」、利子補給に関連するものは「利」、その他に関連するものは「他」と記載してください。（複数回答可） 

 

② 支援対象者 

 

事業名 

 

団体・組織等名 

種

別

※3

自己

評価

ＮＰＯ等活動基盤ステップアップ事業 四国中央市社会福祉協議会 基 Ｂ 

※３ 「種別」欄には、活動基盤整備支援に関連するものは「基」、寄附募集支援に関連するものは「附」、融資円滑化支援に関連するものは

「資」、利子補給に関連するものは「利」と記載してください。（複数回答可） 

 

③ モデル事業 

 

事業名 

 

団体・組織等名 

分

類 

※４

自己

評価

地域課題解決活動創出支援事業(県モデル事業) 
愛媛県／財団法人えひめ産業振興財

団等 
重 Ｃ 

大学との連携による福祉の地域力を高める事業 
松山市／桑原地区まちづくり協議会

等 
般 － 

ほりえ港にぎわい再生事業 
松山市／堀江地区まちづくりコミュ

ニティ会議等 
般 － 

子育て情報パッケージング事業 今治市／今治ママ★コレ等 般 － 
配偶者暴力相談支援センター設置に向けての支援

体制充実事業 

新居浜市／新居浜ほっとねっと（Ｎ）

等 
重 － 

公共施設有効活用プラン提案事業 
新居浜市／にいはま市民企画ノポッ

ク（Ｎ） 
般 － 

青色回転灯装着車両（青パト）による安心安全な地

域づくり事業 
大洲市／大洲市少年補導委員会等 般 － 



 

歴街道散策マップ等作成事業 四国中央市／土佐海道を歩こう会等 般 － 
ふるさとの未来開拓『３Ｄｏ（さんどう）』プロジ

ェクト 
伊予市／住民自治されだに等 般 － 

地域で生産される野菜の規格外品の販売と地元特

産品の開発事業 
西予市／川津南やっちみる会等 般 － 

市内ネットワークを活かした地域公共交通の改

善・利用促進事業 

東温市／東温市地域公共交通活性化

協議会等 
般 － 

しまＬＡＢＯ～地域と学校の連携による地域課題

解決モデル～ 
上島町／しまの大学（Ｎ）等 般 － 

障害者就労モデルづくり事業～上島で育ち働き暮

らしていくために～ 

上島町／上島ポップコーンの会（Ｎ）

等 
般 － 

パートナーシップ組織が次世代へつなぐ持続可能

なエコロジータウン内子 

内子町／環境ＮＰＯサン・ラブ（Ｎ）

等 
般 － 

新しい公共による環境教育・学習の推進と環境意識

の醸成 

愛南町／環境ＮＰＯあいネットワー

ク（Ｎ）等 
般 － 

※４ 「分類」欄には、新しい公共の場づくりのためのモデル事業のうち、一般枠の事業は「般」、ＮＰＯ

支援重点化枠の事業は「重」、社会イノベーションの推進のためのモデル事業については「イ」と記載

してください。 


